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平成１８年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１８年度 平成１７年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 447,362,266,327 465,617,909,452 △18,255,643,125 △3.9 

歳 出 総 額 B 438,053,807,719 455,470,820,704 △17,417,012,985 △3.8 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 9,308,458,608 10,147,088,748 △838,630,140 △8.3 

翌年度繰越財源額 D 6,357,928,731 8,145,599,072 △1,787,670,341 △21.9 

実 質 収 支 額 E=C-D 2,950,529,877 2,001,489,676 949,040,201 47.4 

前年度実質収支額 F 2,001,489,676 1,805,166,674 － － 

単年度収支額 G=E-F 949,040,201 196,323,002 752,717,199 383.4 

財政調整基金 
積 立 額 H 11,239,768 3,852,880 7,386,888 191.7 

地方債繰上償還額 I 0 0 － － 

財政調整基金 
取 崩 額 J 0 0 － － 

実質単年度収支額 K= 
G+H+I-J 960,279,969 200,175,882 760,104,087 379.7 

 
 
○ 歳入総額は、４，４７３億６，２２６万６，３２７円 
歳出総額は、４，３８０億５，３８０万７，７１９円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より１８２億５，５６４万円余、３．９％の減、歳出は１７４億１，７０１万円

余、３．８％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、９３億８４５万円余で、平成１９年度への繰越財源額

６３億５，７９２万円余を差し引いた実質収支額は、２９億５，０５２万円余の黒字となった。 
 
○ 平成１８年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２０億１４８万円余を差し引いた単年度収支額は

９億４，９０４万円余の黒字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立金１，１２３万円余を加えた実質単年度収支額は、９億６，０２

７万円余の黒字となった。 
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（歳入の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，８１５億６，６４５万３，５３７円 
調 定 額 ４，５２５億８，６０９万２，７２４円 
収 入 済 額 ４，４７３億６，２２６万６，３２７円 
不納欠損額 ４億２，６５５万４，７０１円 
収入未済額 ４７億９，７２７万１，６９６円 

 
収入率は、予算現額に対し９２．９％、調定額に対し９８．８％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９２．９％、対調定額 ９８．９％） 
 

また、収入済額を前年度と比べると、１８２億５、５６４万円余、３．９％の減となった。 
 

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち主な内容は県

税と県税に係る加算金である。 
 

収入未済額は調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８３．２％、使用料及び

手数料（県営住宅使用料等）が８．６％を占めている。 
 
 
○ 主なもの 
 
県 税  
収入済額は、９９８億５，２４７万円余で、前年度に比べ、４９億６，８５９万円余、５．２％の増

となった。  
これは、法人事業税 ３７億４，５３９万円、個人県民税 １４億９，８１２万円、地方消費税譲渡

割 ４億４，５０４万円、固定資産税 ３億１，８２１万円の増、自動車税 ２億８，５２３万円、軽

油引取税 ２億７，１６５万円、不動産取得税 ２億５，９０６万円、県民税利子割 ２億２，８９９

万円の減等によるものである。 
    

 
地方消費税清算金  
収入済額は、１８２億３，８３６万円余で、前年度に比べ、９３万円余、０．０％の減となった。  

 
 
地方譲与税  
収入済額は、１６６億７，６１１万円余で、前年度に比べ、１００億９，９４０万円余、１５３．

６％の増となった。  
これは、所得譲与税 １０３億３６７万円の増等によるものである。 

 
 
 地方特例交付金  

収入済額は、２億６，９４５万円余で、前年度に比べ、５１億８，４７５万円余、９５．１％の減とな

った。 
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 地方交付税  

収入済額は、１，２１８億３，５０８万円余で、前年度に比べ、３３億６，８８０万円余、２．７％

の減となった。  
 これは、普通交付税 ３０億７，０８０万円、特別交付税 ２億９，８００万円の減によるものである。 

 
 
 
分担金及び負担金  
収入済額は、４５億２，９１１万円余で、前年度に比べ、１億３，７４６万円余、２．９％の減と

なった。  
 これは、道路橋りょう費負担金 １億５，８５０万円の増、農地費負担金 ２億１，７１９万円、都市

計画費負担金 ７，２９５万円の減等によるものである。 
 
 
 
 使用料及び手数料  

収入済額は、８６億３，２７６万円余で、前年度に比べ、６億７８０万円余、６．６％の減となった。  
 これは、総務管理費使用料 １億６，９８０万円、都市計画費使用料 １億２，０１９万円、高等学校

費使用料 ６，６５０万円、社会福祉費使用料 ５，９２５万円、農業水産業費使用料 ５，９１４万円、 
保健体育費使用料 ３，８１２万円、畜産業費使用料 ３，５８２万円の減等によるものである。 

 
 
国庫支出金  
収入済額は、５９８億４，７３０万円余で、前年度に比べ、１６１億５，７２５万円余、２１．３％

の減となった。  
 これは、公債費国庫補助金 ５０億３，４２７万円、教育費国庫負担金 ３２億３，９４５万円、農林

水産業費国庫補助金 ２５億２，５６０万円、土木費国庫補助金 ２４億９，６００万円、総務費国庫委

託金 １０億１，６６５万円、民生費国庫負担金 ７億６、９９０万円、災害復旧費国庫補助金 ７億６，

０１２万円の減等によるものである。 
 
 
 
 財産収入  

収入済額は、２５億８，３５２万円余で、前年度に比べ、１０億９，２０２万円余、７３．２％の増

となった。 
 

これは、不動産売払収入 ２０億５４５万円の増、出捐金返還収入 １０億１，３８５万円の減等によ

るものである。 
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繰入金  
収入済額は、５億５，８０８万円余で、前年度に比べ、２０億８，５８６万円余、７８．９％の減と

なった。 
 
 これは、障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金 ６，０６１万円の増、県債管理基金繰入金 １０億

円、公共施設整備等事業基金繰入金 １０億円、介護保険財政安定化基金繰入金 １億４，９０８万円の

減等によるものである。 
 
 
 
諸収入 
収入済額は、２５３億８，３５２万円余で、前年度に比べ、６７億３，４０５万円余、３６．１％

の増となった。 
 
 これは、貸付金等償還金 ８０億８，３１７万円の増、受託事業収入 １２億８，２３８万円の減等による

ものである。 
 
 
県 債  
収入済額は、７８３億３，５１０万円で、前年度に比べ、１２０億３，１９０万円、１３．３％の減とな

った。 
 
 これは、借換債 ６２億５，０００万円の増、単独事業債 １６１億８，０００万円、臨時財政対策債

２２億２，８７０万円の減等によるものである。 
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（歳出の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，８１５億６，６４５万３，５３７円 
支 出 済 額 ４，３８０億５，３８０万７，７１９円 
翌年度繰越額 ３１１億１，０９２万２，２３８円 
不 用 額 １２４億  １７２万３，５８０円 

 
支出済額は、前年度に比べ、１７４億１，７０１万円余、３．８％の減となっている。（予算現額の対前年

度増減率△３．９％） 
 

予算現額に対する執行率は、９１．０％であり、前年度の執行率９０．９％に比べ、０．１ポイントの増

となっている。 
 
 
○ 主なもの 
 
 総務費  

支出済額は、３７１億６，９６４万円余で、前年度に比べ、７４億９，８６８万円余、２５．３％の

増となった。 
 
 これは、土地開発公社経営再建事業費 ８０億円、退職手当 １５億３２７万円の増、県民文化ホール

運営管理費 １０億３，００８万円、衆議院議員総選挙･最高裁判所裁判官国民審査費 ６億９８７万円、

国勢調査費 ４億１，２３０万円の減等によるものである。 
 
 
 
民生費  
支出済額は、３９２億２，５７２万円余で、前年度に比べ、４億５，９３４万円余、１．２％の増

となった。 
 

これは、身体障害者総合援護費 １０億６，０４２万円、介護保険事業費 １０億３，３４８万円、国民

健康保険安定化対策事業費 １０億１，８５２万円の増、あけぼの医療福祉センター費 ２５億９，８０

０万円の減等によるものである。 
 

 
 
衛生費  
支出済額は、１２１億９，０９７万円余で、前年度に比べ、７億１，５９４万円余、５．５％の減となっ

た。 
 

これは、特定広域水道施設整備事業費 ２億１，８１０万円、県立病院事業会計への繰出 ２億１，７

２６万円、看護師等養成所指導費 １億４，２５１万円、災害医療対策費 １億２，５３７万円の減等に

よるものである。 
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労働費  
支出済額は、１３億４，９４５万円余で、前年度に比べ、７，６４６万円余５．４％の減となった。 

 
これは、職業能力開発校管理費 ２，１８９万円、離転職者訓練費 １，５２６万円、勤労者住宅資金

対策費 １，１１８万円の減等によるものである。 
 
 
 
農林水産業費  
支出済額は、３７６億４，５２１万円余で、前年度に比べ、４８億７，５８８万円余、１１．５％の減

となった。 
 

これは、土地改良費 １７億５，３３６万円、組合等指導費 ５億９，５９６万円、復旧治山費 ５億

１，６８４万円 、県産材需要活性化事業費 ２億７，３８９万円、森林病害虫等駆除費 ２億２，８５

０万円、フラワーセンター管理費 ２億１，１７０万円の減等によるものである。 
 
 
商工費  
支出済額は、７７億７，８８３万円余で、前年度に比べ、５億５，６２９万円余、７．７％の増とな

った。 
 

これは、企業立地対策費 １１億４，２４４万円の増、信用補完対策費 ３億３，９８０万円、資金対

策費 １億７，４０３万円、下請企業振興事業費 ６，１７３万円の減等によるものである。 
 
 
 
土木費  
支出済額は、８３３億５，１５１万円余で、前年度に比べ、１５２億１，７２０万円余、１５．４％

の減となった。 
 

これは、道路橋りょう総務費 ４６億９，７６７万円、道路橋りょう整備費 ２８億３，５６１万円、

公園費 ２２億２，４７６万円、砂防地すべり対策費 １４億７，７１４万円、土木総務費 １４億６，

５０５万円、ダム建設費 １２億２３９万円、道路橋りょう建設費 ８億６，５１３万円、街路事業費 ８

億２，９０１万円の減等によるものである。 
 
 
 
警察費  
支出済額は、２３１億１，６１４万円余で、前年度に比べ、２５億８，５４４万円余、１０．１％

の減となった。 
 

これは、職員給与費等 ８億４，０４８万円、待機宿舎建設費 ３億６，４２５万円、待機宿舎等改修

費 ９，４３６万円、警察署等再編整備費 ８，８９７万円の増、総合交通センター建設費 ３９億６，

３３０万円の減等によるものである。 
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教育費  
支出済額は、９５２億９，２５７万円余で、前年度に比べ、３６億９，５００万円余、３．７％の減

となった。 
 

これは、職員退職手当 １３億９，５８２万円の増、高校施設整備費 ２４億９，６０１万円、県立博

物館建設費 １８億６，１０９万円、八ヶ岳少年自然の家運営費 ３億９６１万円、歴史資料等収集費 ２

億７４６万円、教職員互助会補助金 ２億５２５万円の減等によるものである。 
 
 
 
災害復旧費  
   支出済額は、３億４，０９０万円余で、前年度に比べ、１０億５，１９５万円余、７５．５％の減となっ

た。 
 

これは、土木施設災害復旧費 ９億８，０６７万円の減等によるものである。 
 

 
 
公債費  
支出済額は、７７７億２，３２９万円余で、前年度に比べ、１９億３，８６５万円余、２．６％の増

となった。 
 
 
 
諸支出金  
支出済額は、２１９億２，２９９万円余で、前年度に比べ、３億７，１４１万円余、１．７％の増となっ

た。 
 

これは、地方消費税清算金 ４億９，６１７万円、配当割交付金 １億２、２９７万円の増、利子割交

付金 １億８，９９３万円、株式等譲渡所得割交付金 ４，２６６万円の減等によるものである。 
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２ 特別会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１８年度 平成１７年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 158,332,474,200 158,780,210,486 △447,736,286 △0.3 

歳 出 総 額 B 141,747,214,272 145,069,003,714 △3,321,789,442 △2.3 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 16,585,259,928 13,711,206,772 2,874,053,156 21.0 

翌年度繰越財源額 D 183,092,004 269,780,541 △86,688,537 △32.1 

実 質 収 支 額 E=C-D 16,402,167,924 13,441,426,231 2,960,741,693 22.0 

 
 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、１，５８３億３，２４７万４，２００円 
歳出総額は、１，４１７億４，７２１万４，２７２円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より４億４，７７３万円余、０．３％の減、歳出は３３億２，１７８万円余、２．３％

の減となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１６５億８，５２５万円余で、平成１９年度への繰越財源額

１億８，３０９万円余を差し引いた実質収支額は、１６４億  ２１６万円余となり、１１会計が黒字、１

会計が収支同額となった。 
 
○ 会計別の状況 
 
恩賜県有財産特別会計  
収入済額は、８６億８，２６７万円余で、前年度に比べ、２億６，３３２万円余、２．９％の減となった。 

 
これは、不動産売払収入 １億６５１万円、生産物売払収入 ３，８１０万円の増、繰越金 １億３，１

９４万円、財産貸付収入 １億２，９２９万円、林道債 ８，０００万円、公共事業特例法精算費補助金 ２，

６９４万円、事業費県補助金 ２，５７３万円の減等によるものである。 
 
 
 
   支出済額は、７４億１，４４９万円余で、前年度に比べ、２億４，６６２万円余、３．２％の減となった。 
 

これは、保護管理費 ６，８９８万円の増、林道費 ２億１，２７８万円、総務費 ５，７７９万円、

計画調査費 ３，９３８万円の減等によるものである。 
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教育奨励資金特別会計  
収入済額は、６，５８９万円余で、前年度に比べ、２５２万円余、４．０％の増となった。 

 
これは、繰越金 ３７４万円の増、教育奨励資金貸付金償還金 １２１万円の減によるものである。 

 
 
 
   支出済額は、６１万円余で、前年度に比べ、８９万円余、５９．４％の減となった。 
 
 これは、学資貸付金 １０３万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
 
災害救助基金特別会計  
収入済額は、１０３万円余で、前年度に比べ、８７万円余、５５８．９％の増となった。 

 
 これは、財産収入 ８７万円の増によるものである。 

 
 
 
   支出済額は、１０３万円余で、前年度に比べ、８７万円余、５５８．９％の増となった。 
 
 これは、備蓄費 ８７万円の増によるものである。 

 
 
 
 
母子寡婦福祉資金特別会計  
収入済額は、３億１，５７３万円余で、前年度に比べ、６，１１０万円余、１６．２％の減となった。 

 
これは、繰越金 ５，３８７万円、寡婦福祉資金元利収入 ４７１万円 母子福祉資金元利収入 １９

１万円の減等によるものである。 
 
 
 
   支出済額は、１億５，１７９万円余で、前年度に比べ、１，６０５万円余、９．６％の減となった。 
 
 これは、母子福祉費 １，６７４万円の減等よるものである。 
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中小企業近代化資金特別会計  
収入済額は、８５億８，０８０万円余で、前年度に比べ、２億６，１６３万円余、３．１％の増となった。 

 
 これは、繰越金 １０億９，１４８万円、小規模企業者等設備導入資金償還金 １億８９０万円の増、

高度化資金貸付金償還金 ９億７，４５６万円の減等によるものである。 
 
 
   支出済額は、２８億８，６６６万円余で、前年度に比べ、１億３，３９２万円余、４．９％の増となった。 
 
 これは、小規模企業者等設備導入資金貸付金 ２億２，２００万円、県単独中小企業設備貸与資金貸付

金 １億３，０３９万円の増、高度化資金貸付金 ２億２，６４２万円の減等によるものである。 
 
 
 
 
農業改良資金特別会計  
収入済額は、３億７，１４１万円余で、前年度に比べ、６，０４８万円余、１４．０％の減となった。 

 
 これは、繰越金 ９，５２３万円の増、農業改良資金債 ８，０００万円、一般会計繰入金 ４，０４１

万円、農業改良資金償還金 ３，５２４万円の減等によるものである。 
 
 
 
   支出済額は、１億８，９０５万円余で、前年度に比べ、２，０１３万円余、９．６％の減となった。 
 
 これは、償還金 ２，２１８万円、繰出金 １，１０９万円の増、貸付金 ５，２６６万円の減等によ

るものである。 
 

 
 
 
市町村振興資金特別会計  
収入済額は、５６億６，７４６万円余で、前年度に比べ、３億５，０１９万円余、６．６％の増となった。 

 
これは、貸付金元利収入 ４億４，５８２万円の増、繰越金 ９，５６２万円の減によるものである。 

 
 
 
   支出済額は、２１億３，６９４万円余で、前年度に比べ、６億５，０３３万円余、２３．３％の減となっ

た。 
 
 これは、市町村振興資金貸付金 ４億２，８５０万円、過疎地域振興資金貸付金 ２億３５０万円の減

等によるものである。 
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県税証紙特別会計  
収入済額は、３６億２，４４６万円余で、前年度に比べ、２億６，９９４万円余、６．９％の減となった。 

 
 これは、自動車税証紙収入 ２億７，３１７万円の減等によるものである。 

 
 
 
   支出済額は、３６億２，０１３万円余で、前年度に比べ、２億６，１８０万円余、６．７％の減となった。 
 
 これは、自動車税繰出金 ２億７，３１７万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
集中管理特別会計  
収入済額は、１，１６８億９，６０８万円余で、前年度に比べ、１２億９，９８４万円余、１．１％の減

となった。 
 
 これは、給与管理収入 １３億５，１３６万円の減等によるものである。 

 
 
 
   支出済額は、１，１６８億２，３９１万円余で、前年度に比べ、１３億１，９７１万円余、１．１％の減

となった。 
 

これは、給与管理費 １３億１，７３３万円の減等によるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
商工業振興資金特別会計  
収入済額は、５４億８，８７９万円余で、前年度に比べ、１６億４，３５７万円余、４２．７％の増

となった。 
 

これは、繰越金 １８億７，６８９万円の増、貸付金元利収入 ２億３，３３１万円の減によるもので

ある。 
 
 
 
   支出済額は、１０億４８１万円余で、前年度に比べ、１億１，３２５万円余、１０．１％の減とな

った。 
 
 これは、資金貸付金 １億１，３２０万円の減等によるものである。 
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林業・木材産業改善資金特別会計  
収入済額は、２億４，６０５万円余で、前年度に比べ、１，７９４万円余、６．８％の減となった。 

 
 これは、繰越金 ３，１８０万円の増、木材産業等高度化推進資金債 ４，４３８万円、木材産業等高

度化推進資金貸付金元利収入 ５００万円の減等によるものである。 
 
 
 
   支出済額は、１億１，５７６万円余で、前年度に比べ、３，０４５万円余、２０．８％の減となった。 
 
 これは、貸付金 １，８７０万円の増、償還金 ４，６８８万円の減等によるものである。 

 
 
 
 
 
流域下水道事業特別会計  
収入済額は、８３億９，２０６万円余で、前年度に比べ、７億３，３９０万円余、８．０％の減とな

った。 
 
 これは、事業費県補助金 ３億８，２４８万円、事業費負担金 ３億３，４７５万円の減等によるもの

である。 
 
 
 
   支出済額は、７４億１９８万円余で、前年度に比べ、７億９，７３０万円余、９．７％の減となった。 
 

これは、流域下水道建設費 ８億５，８０５万円の減等によるものである。 
 
 
 


